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第 1 章 はじめに 

 1995 年兵庫県南部地震以降、政府による各種法令の改

正・制定、各種防災体制の強化、防災に係る研究の発達

など、様々な分野において防災対策が充実・強化された。

地方自治体においては、地震被害想定が改められ、地域

防災計画策定に役立てられている。通常、市町村などの

地域においては県が実施した地震被害想定の結果を用い

て対策を進めている。しかし、行政において防災対策を

いくら進めようとも、兵庫県南部地震における建物の耐

震性が足りなかったために甚大な被害につながった、と

いう震災の教訓が生かされていない。現状の耐震性のま

までは、被害自体を軽減することができず巨大地震時に

社会が対応できないことになると考えられる。そこで、

この教訓を生かすために、減災戦略として耐震化を推進

することが必要である。建物の耐震性を高めることによ

って、地震の被害そのものを軽減させることができる。

そのためには、漠然と耐震化を推進するだけではなく、

具体的な耐震化目標を設定し、明確な目標を持つことが

重要である。 

図 1 1923 年関東地震時と 2008 年現在までの人口推移

また図 2 に耐震化率について示す。図 3 に免震、高層建

物分布状況を示す。都市部に免震、高層建物が集中して

いることがわかる。さらに確率論的地震動予測地図と照

らし合わせると、それらの都市部では今後 30 年間に震度

6 弱以上の揺れに見舞われる確率が非常に高いと推定さ

れている。また、長周期地震動予測地図から、免震、高

層建物が集中する地域で長周期の揺れが卓越しやすいこ

とがわかる。長周期地震動に対する十分な認識がなかっ

た時代に開発された免震、高層建物、特に高層建物につ

いては、東海・東南海地震などの長周期地震動で発生す

る共振現象による危険性が懸念される。 

 都道府県の想定地震は県全体に対して大きな影響を与

える地震を選定したもので、その地域にとって最大規模

の地震とは限らない。地震被害の規模を計る場合には、

その地域の対応力を超えたものが災害規模を拡大させる

と考えられることから、現状の地域の対応力を考慮する

ことが重要となる。  
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そこで、本研究では、市町村などの自治体が減災戦略

として耐震化を推進するために地域対応力を考慮した地

震災害定量化に関する検討を実施する。ここで、簡易地

震被害推定を実施するため可能な限り公開資料に基づく。

そして、その手法により地震被害から耐震化目標の設定

について考える。 

第 2 章 現代の社会状況 

社会の現状について、図 1 に 1923 年関東地震時と 2008

年現在までの人口推移を示す。歴史地震時の人口分布と、

現在の人口分布とを比較することで、社会規模を推定す

ることができ、地震による被害の規模を単純にではある

が推定できることは可能である。 

ここから、東京、名古屋、大阪の三大都市圏において

は人口が増加している。巨大地震が発生すると、人口が

飛躍的に増大し、都市化の進む地域にとっては社会規模

が拡大し、複雑化することによって、単純に地震の被害

が大きくなると考えられる。それとは反対に人口が激減

し、過疎化の進む地域においては単純に地震の被害が拡

大するとは考えにくい。しかし、新潟県中越地震におけ

る旧山古志村のように、災害時には孤立集落と化してし

まい、救援の手が届かなくなってしまう可能性も考えら

れる。地震時には都市部と過疎地において、現代社会の

問題が浮き彫りになる。 
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図 2 耐震化率 

図 3 免震、高層建物分布状況

 



第 3 章 公開資料を用いた簡易地震被害推定手法の提案 

 ここで使用するデータ群は、貴重なデータで、データ

の購入には多大な費用がかかっている。できるだけ公表

資料を用いることを心がけ、簡易に地震被害を推定する

ことを目標とする。災害対応力の評価の流れを図 4 に示

す。また、図 5 に地震被害推定計算過程を示す。まず、

予め日本全国で発生の可能性のある地震をデータベース

化し、これらの地震全てについて、評価対象地域の地震

ハザード（地震動強度）を計算する。次に対象地域に被

害が発生し始める地震動強度（震度 5 弱）をもたらす地

震を全て選定する。一方、各地域の人口、建物数データ

ベースを地域メッシュ単位で整備し、上記の地震ハザー

ド（震度）に暴露される量、震度暴露量1)を評価する。な

お、震度暴露量は、人口を用いた場合は震度暴露人口、

建物数を用いた場合は震度暴露建物と呼ぶ。震度暴露量

は地震被害のポテンシャルを示すため、この上位数地震

を選定し、その地震に対して被害を定量化する。この被

害量を地域の対応力と比較することで、その地域に最も

影響を及ぼす地震を選定するとともに、対応力を考慮し

た被害量を評価することが可能となる。次に、その地域

の目標耐震化率を変更した場合、その耐震化率が満足さ

れたときの被害の低減効果を定量的に把握するとともに、

対応力と比較する。これにより、地域のみでの災害への

対応の可否や目標耐震化率の有効性を検討し、減災戦略

としての耐震化推進に向けた課題を抽出することが可能

となる。 
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図 4 全体評価手法の流れ 

地震ハザード評価 

震源データベースは、防災科学技術研究所による全国

地震動予測地図（地震動予測地図）2)から「主要活断層帯

に発生する固有地震」、「海溝型地震」、「主要活断層帯以

外の活断層に発生する地震」、「震源断層を予め特定しに

くい地震」のうち内陸活断層型の最大規模の地震、を選

定し、その震源諸元（震源位置、地震規模、震源形状）

と今後 30 年以内に発生する確率を整備する。地震ハザー

ドの算出は、全地震について画一的に取り扱い、地震発

生時の平均的な地震動を算出する観点から、地震動予測

地図に示された「簡易手法」と同様に、工学的基盤の地

図 5 地震被害推定計算過程

震源データベース

計測震度変換

地震動強さ
PGVs：地表最大速度

地震動強さ
PGV：工学的基盤上の最大速度

地盤増幅率

地震動強さ算出過程

I：計測震度

距離減衰式

「全国地震動予測地図」作成手法の検討
地震ハザードステーション J-SHIS
主要断層帯に発生する地震（163断層）
海溝型地震（1890震源）
主要断層帯以外の活断層に発生する地震（173断層）
全震源の合計数2226個

表層地盤の増幅率 →
若松ら(2008)による地形・地盤デジタルマップ
松岡・若松・翠川ら(2005)によるAVS30の推定法
藤本・翠川（2006）らによる地盤増幅率推定法
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藤本・翠川(2005)
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司・翠川(1999)
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震動強度を経験的距離減衰式により算定し、表層地盤に

よる地盤増幅率を考慮して、地表面の計測震度を算出す

る。 

人口データの作成 

 1995 年、2000 年、2005 年国勢調査のデータを 500m メ

ッシュで整備する。また、将来的な人口データとして、

市区町村別将来推計人口を用いて今後 30 年間の人口デー

タを整備する。なお、現在の市区町村別人口と評価メッ

シュとの比率を用いて、将来の市区町村別人口を各地域

メッシュに按分する。ここでの人口は夜間人口を用いる。 

建物データの作成 

総務省統計局平成 20 年住宅・土地統計調査の都道府県

別の住宅戸数を、国勢調査地域メッシュ統計の世帯数と

都道府県ごとの世帯総数との比を用いて按分し、各 3 次

メッシュの住宅戸数を設定する。耐震性能を考慮し、建

て方(一戸建、長屋建、共同住宅)、構造（木造、防火木造、

RC/SRC 造、S 造）、年代（-1970,1971-1980,1981-）の区分

で作成する。 

対応力データの作成 

 対応力評価指標として人的被害に関する負傷者につい

ては救急対応として救急車、医療対応に関しては空病床

数、医師数などを考える。死者対応については、葬儀関

連の霊柩車対応、火葬対応を考える。また、建物被害に

は瓦礫処理対応を考える。 

地震被災シナリオの作成 

 地震発生後の個人の想定行動を時系列に基づいて分析

することで、地震発生からの時系列に沿った複雑に絡み

合う地震被災シナリオを作成する。 

第 4 章 震度暴露量と被害量の評価 

 震源データベースの全地震について、震度 6 弱以上の

震度暴露人口、建物を計算し評価対象地震を選定する。

なお、地域を特定せず、日本全国について試算する。 

木造一戸建の震度暴露建物を横軸に、今後 30 年以内に

地震が発生する確率を縦軸にプロットしたものを図 6 に

示す。ここでは、南海トラフにおいて発生する地震が図

中右上の領域に多く位置しており、震度暴露量が多く発

生確率が高い地震が最も対策を急ぐべき地震として選定

される。多くの地震に対して震度暴露建物を算出したが、

暴露量だけでなく、その発生確率を考慮する必要性があ

ることを示した。そこで、震度暴露建物にその地震発生

確率(今後 30 年間における発生確率)を乗じたものを期待

震度暴露建物と定義し、この上位の地震を選定すること

が、その地域で検討すべき想定地震であると考える。巨

大地震時に特に大きな影響を受けると考えられる木造戸

建て住宅に焦点を当てる。ここで、期待震度暴露建物は、

地震規模・発生確率が大きい南海トラフの海溝型地震が

上位を占める。また、内陸の活断層による地震について

も、切迫度が高いと懸念されている糸魚川－静岡構造線

断層帯、関西地方の上町断層帯や奈良盆地東縁断層帯が

選定される。 
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図 6 震度暴露建物と地震発生確率 

表 1 期待震度暴露建物 

 
順位 期待暴露建物（戸） 地震名

1 618,751 想定東海
2 578,977 東南海・想定東海
3 421,202 東南海
4 414,272 南海
5 288,022 南海・東南海
6 285,857 南海トラフ３連動
7 24,477 糸魚川－静岡構造線断層帯　北部・中部
8 21,447 上町断層帯
9 15,492 奈良盆地東縁断層帯
10 14,834 宮城A1A2B  

 次に、震度暴露量によって選択された地震について、

図 7 に示す通り被害量を算出する。図 8 に震度暴露量と

被害量との比較を示す。震度 6 弱以上の震度暴露量は全

半壊数に対して若干上回る形で対応している。 

PGVs：地表最大速度

建物数

被害率曲線

人的被害量

建物被害率

人的被害率

人口

被害量算出過程

人的被害予測式

建物被害量

平成20年住宅・土地統計調査1995年国勢調査
2000年国勢調査
2005年国勢調査

市区町村別将来推計人口

山口・山崎(2000)の手法
宮腰(2002)の手法による

被害率曲線

大阪府地震被害想定調査
見直しの必要あり

 

図 7 被害量算出過程 
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 図 8 震度暴露量と被害量との比較



 第 5 章 地域対応力の検討による目標耐震化率の考察 

表 3 耐震化率を変数とした火葬対応  対応力の検討としてまず、現代社会の様々な事象が絡

み合う地震被害の対応を考慮し、必要な項目について対

応を表 2 に示す。 

 
対応指標

一日3回転 人的被害 対応力評価 人的被害 対応力評価 人的被害 対応力評価 人的被害 対応力評価
都道府県 5炉×3回転 死者（人） 死者/5炉×3回転 死者（人） 死者/5炉×3回転 死者（人） 死者/5炉×3回転 死者（人） 死者/5炉×3回転
埼玉 300 22 0.1 7 0.0 5 0.0 3 0
千葉 450 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0
東京 390 58 0.1 12 0.0 7 0.0 4 0.0
神奈川 330 171 0.5 96 0.3 81 0.2 66 0.2
山梨 195 168 0.9 95 0.5 84 0.4 73 0.4
長野 405 22 0.1 10 0.0 8 0.0 7 0.0
岐阜 795 85 0.1 45 0.1 40 0.0 34 0.0
静岡 570 8366 14.7 4746 8.3 4241 7.4 3782 6.6
愛知 525 2033 3.9 1079 2.1 949 1.8 828 1.6
三重 630 1058 1.7 473 0.8 411 0.7 355 0.6
滋賀 240 35 0.1 19 0.1 16 0.1 13 0.1
京都 210 47 0.2 23 0.1 20 0.1 16 0.1
大阪 840 575 0.7 291 0.3 252 0.3 212 0.3
兵庫 765 45 0.1 22 0.0 18 0.0 15 0.0
奈良 585 100 0.2 59 0.1 53 0.1 47 0.1
和歌山 450 342 0.8 135 0.3 116 0.3 99 0.2
岡山 450 30 0.1 9 0.0 7 0.0 4 0
広島 1005 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0
山口 645 1 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0
徳島 255 378 1.5 148 0.6 129 0.5 117 0.5
香川 480 106 0.2 56 0.1 48 0.1 42 0.1
愛媛 705 252 0.4 117 0.2 101 0.1 87 0.1
高知 210 1013 4.8 469 2.2 409 1.9 356 1.7
大分 510 25 0.0 12 0.0 10 0.0 8 0
宮崎 180 2 0.0 1 0.0 1 0.0 0 0
合計 12120 14937 1.2 7926 0.7 7006 0.6 6166 0.5

耐震化率(100%）耐震化率(95%）耐震化率(90%）耐震化率(85%）

.0

.0

.0

.0

.0

.0

.0

 

表 2 対応力の評価指標 
想定項目 想定内容 計算に必要な指標 被害量 対応指標 対応力資料 地域規模　全国　都道府県　市区町村
建物関係 揺れ

建物棟数
全壊率 建物瓦礫 仮置場 名古屋市都市公園面積 名古屋各区

建設機械 経済産業省　建設機械動向調査
建設機械運転士 警察庁運転免許統計 都道府県
建設会社 平成18年事業所・企業統計調査 都道府県
建設作業員 平成17年国勢調査 市区町村
土木作業員
道路
応急危険度判定士
ガソリン
建設機械燃料
建築士
大工
産業廃棄物処理業者 平成18年事業所・企業統計調査 都道府県

全壊・焼失世帯数 建物 応急仮設住宅
液状化
津波 コンクリート工場 平成18年事業所・企業統計調査 都道府県
山崖崩れ 製鉄所 平成18年事業所・企業統計調査 都道府県
塀　ブロック塀　石塀
落下物

人的被害 建物被害率 負傷者 病院 厚生労働統計　医療施設調査 都道府県
重篤者 病床数 厚生労働統計　平成21年病院報告 都道府県
重傷者 病床利用率　空き病床数 厚生労働統計　平成21年病院報告 都道府県
中等傷者 医師 厚生労働統計　平成20年医師・歯科医師・薬剤師調査 都道府県

外科医 厚生労働統計　平成20年医師・歯科医師・薬剤師調査 都道府県
救急救命士 消防庁消防統計 都道府県
手術台
手術室
救助資機材 消防庁消防統計 都道府県
担架
救急車 消防庁消防統計 都道府県
医療機器
看護師
医薬品  

火葬対応　耐震化率85%

死者/(5炉×3回転)

10.1 - 14.7

7.1 - 10.0

5.1 - 7.0

3.1 - 5.0

1.1 - 3.0

0.6 - 1.0

0.1 - 0.5

0.0

火葬対応　耐震化率100%

死者/(5炉×3回転)

10.1 -

7.1 - 10.0

5.1 - 7.0

3.1 - 5.0

1.1 - 3.0

0.6 - 1.0

0.1 - 0.5

0.0

火葬対応　耐震化率90%

死者/(5炉×3回転)

10.1 -

7.1 - 10.0

5.1 - 7.0

3.1 - 5.0

1.1 - 3.0

0.6 - 1.0

0.1 - 0.5

0.0

火葬対応　耐震化率95%

死者/(5炉×3回転)

10.1 -

7.1 - 10.0

5.1 - 7.0

3.1 - 5.0

1.1 - 3.0

0.6 - 1.0

0.1 - 0.5

0.0

 

 南海トラフ 3 連動型地震における死者対応を例に、火

葬対応について、地域の目標耐震化率を変数として 85%、

90%、95%、100%と変化させることによって、人的被害

の低減効果を考える。ここで、耐震化率火葬対応につい

ての評価結果を表 3 に示す。ここでは、火葬場に対して

火葬炉の数を 5 炉と仮定して計算する。 

 静岡県を除く他の都道府県においては、死者/5 炉×3 回

転の値が 10 未満であり、災害救助法で定められている 10

日以内に遺体の火葬を終えることができる。 

(b) 耐震化率 90%

  火葬対応  

(a) 耐震化率 85% 

  火葬対応  

耐震化率 85%の場合は、静岡県の値が 14.7 と 10 を

超え、10 日以内に遺体の処理ができない。しかし、耐

震化率を 90%にまで引き上げると、死者数が 8 千人以

上から 5 千人以下へと減少する。ここから、値が、8.3

へと減少し、10 以下となる。さらに、耐震化率を 95%、

100%と引き上げることで、静岡県における死者数は

4241 人から 3782 人へと減少し、値は、7.4 から 6.6 へ

と減少する。 (c) 耐震化率 95% 

  火葬対応  

(d) 耐震化率 100%

  火葬対応  ここでは兵庫県南部地震時の記録から、火葬炉を 1

日 3 回転と仮定したが、実際には、火葬炉を延長して

1 日 3 体以上の火葬を行い、煙道や炉体が過熱状態に

なり異変が生じたそうである。そのため、災害時にも

対応できるのは通常時と同様に 1 日 2 回転までが限界

となるかもしれない。 

図 9 目標耐震化率を変数とした火葬対応力評価 

第 6 章 まとめ 

 本論では、公開資料を用いた簡易地震被害推定につい

て検討を実施した。また、人的被害、建物被害に対する

各種地域対応力の判定について試算を行い、さらに、目

標耐震化率を変数とする被害量の低減効果を確認し、対

応力と比較した。今後はその他の対応力の評価や、将来

的な人口・建物数による検討を通じて、減災戦略として

耐震化を推進する方策について考える。 

 火葬の対応を考えたが、その際に順序を考慮した対応

が必要になる。事前の対応で滞ると、その後の対応に大

きな影響を及ぼす。例えば、遺体の身元が判明するのに

時間がかかり、搬送する遺体が少なかったという記録に

表れるように、死者の判断に時間がかかると、その後の

対応が滞る。まずは検視の済んだ遺体が、霊柩車で運ば

れ、そこで火葬できるかどうかの対応力を検討する必要

がある。この検討による計算上、対応に余裕がある場合

であっても、事前の対応で滞りが生じて、その後の対応

に集中した対応が必要になった場合には、計算では把握

しきれない対応が迫られる。 
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